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Vol.２２ 

平成１９年 1０月２５日 

厚生労働省老健局振興課 
 

貴都道府県内市町村及び関係諸団体に速やか

に送信いただきますようよろしくお願いいた

します。 

 
各都道府県介護保険担当課（室） 御 中 

← 厚生労働省 老健局振興課

今回の内容 

「介護保険法に基づく指定訪問介護事業所が障害者

自立支援法に基づく居宅介護を行う場合の取扱いに

ついて」の送付について 

計３枚（本紙を除く）     

連絡先  TEL : 03-5253-1111(内線 3983) 

FAX : 03-3503-7894 



事 務 連 絡 

平成１９年１０月２５日 

都道府県介護保険主管課（室）御中 

 

 

厚生労働省老健局振興課 

 

 

介護保険法に基づく指定訪問介護事業所が障害者自立支援法 

に基づく居宅介護を行う場合の取扱いについて 

 

 

介護保険制度の円滑な推進については、日頃から御協力を賜り厚くお礼申し上げ

ます。 

さて、今般、平成 20 年 4 月 1 日より開始される改正介護保険法の指定の更新に伴

い、介護保険法に基づく指定訪問介護事業所（以下「指定訪問介護事業所」という。）

が障害者自立支援法による指定居宅介護（以下「指定居宅介護」という。）を行う場合

の取扱いについて、複数の自治体より照会があったため、別添のとおりQ&Aをお示し

ますので、貴職におかれても留意して実施するよう、管内市町村及び指定訪問介護

事業所等に周知するとともに、障害福祉担当部局と連携を図るなど、指定の更新事

務が円滑に実施できるようご配意をお願いします。 

なお、本件については、社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課と協議済みであ

ることを申し添えます。 

 

 

照会先 

厚生労働省老健局振興課基準第一係 

基準第二係 

TEL 03-5253-1111（内線 3983） 

FAX 03-3503-7894 

 

 



別添 

 

介護保険法に基づく指定訪問介護事業所が障害者自立支援法 

に基づく居宅介護を行う場合の取扱いについて 

 

（質問） 

指定訪問介護事業所が指定居宅介護事業所の指定も併せて受けており、指定訪

問介護事業所におけるサービス提供責任者が指定居宅介護事業所のサービス提供

責任者を兼務している場合、「指定居宅サービス等の人員、設備及び運営に関する

基準」（平成 11 年厚生省令第３７号。以下「指定基準」という。）の違反になるのではな

いか。 

 

（答） 

指定訪問介護事業所におけるサービス提供責任者は、指定基準において、「専ら

その職務に従事する者でなければならない」とされているが、訪問介護事業所が「障

害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に

関する基準について」(平成１８年１２月６日障 発 第 1 2 0 6 0 0 1 号 )に基づき介護

保険法上の指定を受けていることをもって指定居宅介護の指定を受け、同一事業所

で一体的に事業を運営している場合には、指定居宅介護のサービス提供責任者とし

て兼務することは差し支えない。ただし以下の点に留意すること。 

 

１． 指定基準において、指定訪問介護事業者が指定訪問介護事業所ごとに置く

べき訪問介護員等（介護福祉士又は訪問介護員をいう。以下同じ。）の員数

は、常勤換算方法で２．５以上とされている。 

 これは、職員の支援体制等を考慮した最小限の員数として定められたもの

であることから、訪問介護員等の常勤換算に当たっては、本来、介護保険の

被保険者に対するサービスに従事した時間のみを算入すべきであるが、指定

訪問介護事業所が指定居宅介護を提供する場合にあっては、介護保険の被

保険者に対してサービスを提供し、なお、人員に余力がある場合に限り、指定



居宅介護に従事した時間も算入しても差し支えない。 

 

２． 指定訪問介護事業所における管理者についても、指定基準において、専らそ

の職務に従事する者でなければならないこととされているが、指定訪問介護

事業所の管理者としての業務に支障がない場合には、指定居宅介護事業所

における管理者と兼務して差し支えないこと。 

 

３． 指定訪問介護の提供に当たる訪問介護員等の員数が常勤換算方法で２．５

に満たない場合であって、指定居宅介護の提供を行うことにより、介護保険の

被保険者の申込に応じて指定訪問介護の提供ができないときは、指定基準

第９条に規定する指定訪問介護の提供拒否の正当な理由には該当しないこ

と。 

 

４． 指定訪問介護と指定居宅介護との経理を明確に区分して実施すること。 
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